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28．本体工事とは、設計図書に従って、工事目的物を施工するための工事をいう。 

29．仮設工事とは、各種の仮工事であって、工事の施工及び完成に必要とされるものを

いう。 

30．工事区域とは、工事用地、その他設計図書で定める土地又は水面の区域をいう。 

31．現場とは、工事を施工する場所及び工事の施工に必要な場所及び設計図書で明確に

指定される場所をいう。 

32．ＳＩとは、国際単位系をいう。 

33．現場発生品とは、工事の施工により現場において副次的に生じたもので、その所有

権は発注者に帰属する。 

34．ＪＩＳ規格とは、日本工業規格をいう。また、設計図書のＪＩＳ製品記号は、ＪＩ

Ｓの国際単位系（ＳＩ）移行（以下「新ＪＩＳ」という。）に伴い、すべて新ＪＩＳ

の製品記号としているが、旧ＪＩＳに対応した材料を使用する場合は、旧ＪＩＳ製品

記号に読み替えて使用出来るものとする。 

１－１－３ 設計図書の照査等 

１．請負者からの要求があり、監督員が必要と認めた場合、請負者に図面の原図を貸与

することができる。ただし、共通仕様書等市販・公開されているものについては、請

負者が備えなければならない。 

２．請負者は、施工前及び施工途中において、自らの負担により契約約款第１８条第１

項第１号から第５号に係る設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督

員にその事実が確認できる資料を書面により提出し、確認を求めなければならない。

なお、確認できる資料とは、現地地形図、設計図との対比図、取合い図、施工図等を

含むものとする。また、請負者は、監督員から更に詳細な説明又は書面の追加の要求

があった場合は従わなければならない。 

３．請負者は、契約の目的のために必要とする以外は、契約図書、及びその他の図書を

監督員の承諾なくして第三者に使用させ、または伝達してはならない。 

１－１－４ 施工計画書 

１．請負者は、工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等について

の施工計画書を監督員に提出しなければならない。 

請負者は、施工計画書を遵守し工事の施工に当たらなければならない。 

この場合、請負者は、施工計画書に次の事項について記載しなければならない。ま

た、監督員がその他の項目について補足を求めた場合には、追記するものとする。た

だし、請負者は小規模工事又は請負契約額によっては監督員の承諾を得て記載内容の

全部又は一部を省略することができる。 

（１）工事概要 

（２）計画工程表 

（３）現場組織表 

（４）指定機械 

（５）主要船舶・機械 

（６）主要資材 

（７）施工方法（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む） 
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（８）施工管理計画 

（９）安全管理 

（10）緊急時の体制及び対応 

（11）交通管理 

（12）環境対策 

（13）現場作業環境の整備 

（14）再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 

（15）その他 

２．請負者は、施工計画書の内容に監督員の承諾を得て軽微なものを除き、重要な変更

が生じた場合には、その都度当該工事に着手する前に変更に関する事項について、変

更施工計画書を監督員に提出しなければならない。 

３．請負者は、施工計画書を提出した際、監督員が指示した事項について、さらに詳細

な施工計画書を提出しなければならない。 

１－１－５ 工事実績データ作成、登録 

請負者は、受注時または変更時において工事請負代金額が1,000万円以上の工事に

ついて、工事実績情報サービス（CORINS）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工

事実績情報として「工事実績データ」を作成し監督員に「通知書（登録のための確認

のお願い）」の承諾を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き

10日以内に、登録内容の変更時は変更があった日から土曜日、日曜日、祝日等を除き

10日以内に完成時は、工事完成後10日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請をし

なければならない。  

変更登録時は、工期、技術者、工事請負代金に変更が生じた場合に行うものとする。 

また、登録機関発行の「登録内容確認書」が請負者に届いた際には、その写しを直

ちに監督員に提出しなければならない。なお、変更時と完成時の間が10日間に満たな

い場合は、変更時の提示を省略できるものとする。 

 

 

 

 

１－１－６ 監督員 

１．当該工事における監督員の権限は、契約約款第９条第２項に規定した事項である。 

２．監督員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。ただし、緊急を

要する場合は監督員が、請負者に対し口頭による指示等を行えるものとする。口頭に

よる指示等が行われた場合には、後日書面により監督員と請負者の両者が指示内容等

を確認するものとする。 

１－１－７ 工事用地等の使用 

１．請負者は、発注者から使用承認あるいは提供を受けた工事用地等は、善良なる管理

者の注意をもって維持・管理するものとする。 

２．設計図書において請負者が確保するものとされる用地及び工事の施工上請負者が必

要とする用地については、自ら準備し、確保するものとする。この場合において、工
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生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物を工事現場から搬出する場合には、再生資源

利用促進計画を所定の様式に基づき作成し、施工計画書に含め監督員に提出しなけれ

ばならない。 

６．請負者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成した場合には、工事

完了後速やかに実施状況を記録した「再生資源利用計画書（実施書）」及び「再生資

源利用促進計画書（実施書）」を監督員に提出しなければならない。 

１－１－19 特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の適正な措置 

   １．請負者は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下、「建設リサイク

ル法」という。）に基づき、特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の実施につい

て適正な措置を講じなければならない。 

２．請負者は、特定建設資材の分別解体等及び再資源化が完了した場合、建設リサイク

ル法第18条第１項の規定に基づき、次の事項等を書面に記載し、監督員に報告しな

ければならない。  

（１）再資源化等が完了した年月日 

（２）再資源化等をした施設の名称及び所在地 

（３）再資源化等に要した費用 

 

 

１－１－20 工事完成図 

１．請負者は、設計図書に従って工事完成図を作成し、監督員に提出しなければならな

い。 

ただし、各種ブロック製作工等工事目的物によっては、監督員の承諾を得て工事完

成図を省略することが出来るものとする。 

１－１－21 工事完成検査 

１．請負者は、契約約款第31条の規定に基づき、完成届を監督員に提出しなければなら

ない。 

２．請負者は、完成届を監督員に提出する際には、次の各号に掲げる要件をすべて満た

さなくてはならない。 

（１）設計図書（追加、変更指示も含む。）に示されるすべての工事が完成しているこ

と。 

（２）契約約款第17条第１項の規定に基づき、監督員の請求した改造が完了しているこ

と。 

（３）設計図書により義務付けられた工事記録写真、出来形管理資料、工事関係図等の

資料の整備がすべて完了していること。 

（４）契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約を発注者と締結して

いること。 

３．発注者は、工事検査に先立って、請負者に対して検査日を通知するものとする。 

４．検査員は、監督員及び請負者の臨場の上、工事目的物を対象として契約図書と対比 

 
H20.4.1 

改訂 



 1－10

し、次の各号に掲げる検査を行うものとする。 

（１）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえ 

（２）工事管理状況に関する書類、記録及び写真等 

５．発注者は、修補の必要があると認めた場合には、請負者に対して、期限を定めて修

補の指示を行うことができるものとする。 

６．修補の完了が確認された場合は、その指示の日から補修完了の確認の日までの期間

は、契約約款第31条第２項に規定する期間に含めないものとする。 

７．請負者は、当該工事完成検査については、第３編１－１－４第３項の規定を準用す

る。 

１－１－22 既済部分検査等 

１．請負者は、契約約款第37条第２項の部分払の確認の請求を行った場合、または、契

約約款第38条第１項の工事の完成の通知を行った場合は、既済部分に係わる検査を受

けなければならない。 

２．請負者は、契約約款第37条に基づく部分払いの請求を行うときは、前項の検査を受

ける前に既済部分検査願及び工事出来形調書を作成し、監督員に提出しなければなら

ない。 

３．検査員は、監督員及び請負者の臨場の上、工事目的物を対象として工事出来形調書

と対比し、次の各号に掲げる検査を行うものとする。 

（１）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行

う。 

（２）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

４．請負者は、発注者の指示による修補については、前条の第５項の規定に従うものと

する。 

５．請負者は、当該既済部分検査については、第３編１－１－４第３項の規定を準用す

る。 

６．発注者は、既済部分検査に先立って、監督員を通じて請負者に対して検査日を通知

するものとする。 

７．請負者は、契約約款第34条に基づく中間前払金の請求を行うときは、認定を受ける

前に履行状況を監督員に報告し、監督員の確認を受けなければならない。 

８．中間検査は、特記仕様書において対象工事と定められた工事において実施するもの

とする。 

１－１－23 部分使用 

１．発注者は、請負者の同意を得て部分使用できるものとする。 

２．請負者は、発注者が契約約款第33条の規定に基づく当該工事に係わる部分使用を行

う場合には、監督員による品質及び出来形等の検査（確認を含む）を受けるものとす

る。 

１－１－24 施工管理 

１．請負者は、工事の施工にあたっては、施工計画書に示される作業手順に従い施工し、

品質及び出来形が設計図書に適合するよう、十分な施工管理をしなければならない。 

２．監督員は、以下に掲げる場合、設計図書に示す品質管理の測定頻度及び出来形管理

の測定密度を変更することができるものとする。この場合、請負者は、監督員の指示

に従うものとする。これに伴う費用は、請負者の負担とするものとする。 

（１）工事の初期で作業が定常的になっていない場合
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１－１－45 暴力団関係者等から不当な介入を受けた場合の措置 

受注者は、本工事を施工するに当たり、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と

密接な関係を有する者（以下「暴力団関係者等」という。）から不当な介入を受けた

場合は、断固としてこれを拒否し、不当な介入があった時点で速やかにその旨を監

督員に報告するとともに、警察への届け出及び捜査上必要な協力を行わなければな

らない。また、下請業者に対しては、暴力団関係者等から不当な介入を受けた場合

には、速やかにその旨を報告するよう指導し、下請業者から報告を受けた受注者は、

速やかにその旨を監督員に報告するとともに、警察に届け出なければならない。 
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